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一 はじめに
１ 地震は止められないが、災害は防がなければならない
２ 横浜市の防災計画見直しの主なスケジュール
日程 会議内容 内容
2012年
3月 防災会議開催 防災計画の修正の

基本的な考え方を決定・公表

3月～7月 学識経験者や各区防災対策会議から
の意見聴取

8月 防災計画修正素案の策定
9月 防災計画修正素案の公表
９月～１０月 市民意見募集
12月 防災計画修正案策定
2013年
3月 防災会議 防災計画修正確定
4月 修正防災計画の運用開始（予定）



横浜市の防災計画修正の5つの視点（2012・3月）横浜市ホームページから抜粋

（横浜市の防災計画は今、見直しを検討中であるので、２００８年に策定した現行の防災計
画及び現在、見直し過程でこれまでに公表されている内容について検討した）



二 横浜・東京は災害リスク世界一
~ 災害リスク世界一の理由～

横浜市の場合
（１）危険発生の可能性 地震国、東海、東南海、首都圏直下型

（２）脆弱性 危険な傾斜地に地下室マンション日本一
人口密集、津波の危険、コンビナート

（３）危険にさらされる経済価値 大規模商業・工業・事務所の集積多い

世界大都市自然災害リスク指数
１位 東京・横浜（７１０）２位サンフランシスコ（１６７）

２００４年度防災白書から引用





傾斜地崩壊危険区域に立つマンション（南区永田東）





3.11 地震で液状化した金沢区マンション敷地（約1メートル隆起）



三 横浜での防災計画・防災対策への提案
～これまでの防災計画の５つの転換を～

１ 応急対策偏重の防災計画から、予防対策を重視した
防災計画に転換する（災害に強い都市づくり、地域づくりを）

（１）横浜市の防災計画は国の防災計画を反映して、応急対策重点の防災となっている。
予防重点の防災計画への転換をすべきである。

市防災計画は（震災対策編）３４６ページもあるが予防対策は８８ページ（約２５％） に
過ぎない。
表ー１ 防災計画・防災対策の体系

発災 →→→→→→→→→→→→→→→→→→
↓

①予防対策→→→→→②応急対策→→→→→③復旧対策→→→→→ ④復興対策
災害を未然に 情報提供・避難 インフラ復旧 まちづくり
防ぐ諸対策 人命救助 食料・物資供給 市民生活構築

火災拡大防止等 住宅供給・生活再建 地場産業構築
産業の再建支援



２ 世界一弱いまちから災害に強いまちづくりへ転換
する

（１）地域の総点検を行い危険箇所の補強工事、危険物の撤去などを緊急
に実施する事が必要である。

（２）無秩序な開発や大型危険施設を規制又は撤去し、安全なまちづくりを行うこと。
①傾斜地、液状化など危険箇所でのマンション・戸建て住宅・大型危険
施設の規制や撤去と必要な防災対策を行うこと。
②無秩序な開発を規制し、公園等のオープンスペースを確保すること。
開発規制に必要な法改正を国に要請すると共に市としても必要な条例
を制定すること。

③住宅・公共施設の耐震診断を行い、公共施設の耐震化の実施、住宅の
耐震化に必要な助成制度を行うこと。

④消防自動車や救急車などが入れない狭隘道路の拡幅を行うこと。
⑤コンビナート対策を企業任せにせず自治体が責任をもって進める
こと。

⑥地震が起これば重大災害を招く横須賀の原子力空母の撤退など国
に要請すること。

（３）縦割り行政の弊害を補うために市役所のまちづくり部門と防災に
関連する部門（危機管理含む）を統括した防災総合部門の組織に
に改編し、災害に強いまちづくりがすすめられるようにすること。

（４）津波対策を総合的且つ抜本的に強化すること。



３ 自己責任とせず、市民の命と財産を守ることは
自治体の責務であると言う立場で防災対策・
防災計画を立てること。

横浜市の防災計画は自己責任を強調し、修正素案でもこの姿勢は変わっていません。
「市民一人ひとりが自らの身は自ら守る、皆のまちは皆で守る」（39ページ）
修正素案でも自助・共助を強調した市民憲章を作成する方針となっている。

（１）災害弱者（高齢者・こども、障がい者等）の命は守れない
（２）災害対策基本法でも、国・自治体が責任を持って防災対策をする
ことを明記している。

自治体の役割（公助）を自助・共助・と同列にしてはならない。自治体が主役
の防災計画とすべきと考える。



４ 防災計画を市区単位どまりでなく、地域の特性
にあった小学校区単位(人口１万以内）できめ細
かな防災計画をつくる

～自治組織を拡充し、地域で絆を育てる～
（１）小学校区単位（概ね連合町内会単位・人口約１万人）で防災計画を

もち、地域が見える範囲で地域の防災対策を具体的にたてる事が不可欠である。

（２）横浜市防災会議の民主的改革
① 防災会議の構成（59名）市・県・国等職員、企業・業界・マスコミ関係者がほとんど
市民代表は市会議員２名と町内会代表１名、消防団長会長の４名

②防災会議には市民公募委員、自主防災組織代表、防災専門家、防災関係の
NPO や市民団体等の市民を半数程度いれて防災計画をつくる。



５ 横浜市が防災の責務を充分果たすことが出来る
職員体制の確立

（１）東日本大震災の教訓は自治体職員の役割が明確となった。
例えば多くの犠牲者を出した岩手県大槌町では2004年、200人の職員が震災前に
は137人に削減され、震災により、町長以下33人が犠牲となり、行政運営が困難を
極めている

（２）片山総務大臣（当時）は人員削減のいき過ぎの是正を言明
昨年1月５日片山総務大臣（当時）は全国の自治体に対し、人員削減を指導してきた
指針である「集中改革プラン」の解除を言明した（2011年1月５日）

（３）防災対策に自治体の責務が果たす事が出来るよう、とりわけ消防職員をはじめ
民と接する職員を増やし、充実することが求められている。



表ー１ （14年間で42万人を削減）

自治体職員数
1995年 2000年 2005年 2009年

総 数 3278，332 3204，297 3042，122 2855，106

人口千人当た
り

２６．１ ２５．２ ２３．８ ２２．４

指数 １００ ９８ ９３ ８７

総務省 「地方公共団体定員管理調」



表ー２ 各国の地方公務員数の比
（日本の地方公務員は外国の半分から６５％）

日 本 イギリス フランス アメリカ ドイツ

2005年 2005年 2004年 2004年 2004年

２９．６ ４９．０ ４２．７ ６４．０ ４７．３

人口千人当たりの地方公務員数
野村総研「公務員数の国際比較に関する調査報告書」2005年



表ー３ 政令指定都市の職員数ランキング （市民千人当たりの職員数）

都市名
横浜市 大阪市 名古屋 京都市 川崎市 神戸市 広島市 北九州

順位
（消防士）

16位
（14）

１位
（１）

２位
（３）

３位
（１）

４位
（３）

５位
（12）

６位
（３）

７位
（６）

職員数
（内消防士）

5．6人
（0.9）

10．8
（1.3）

8．4
（1.1）

8．2
（1.3）

8．0
(1.1)

8．0
（0.9）

7．5
（1.1）

7．3
（1.0）

２００７年４月１日現在 16市比較 8位以下 省略（横浜以外）



６ その他の防災計画、防災対策
以上の他、防災計画としては、

①想定震度、被害想定は起こりうる最大値を設定すること

②防災教育・防災訓練の実施

③避難所の場所、ハザートマップ・危険区域などを市民に解りやすく情報公開するなど

が重要であるが、この点は横浜市も大方修正する事項に入っていることもあり、省略した。
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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